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自主管理と遵守基準にまつわる誤解 

 

１．遵守基準対応の取り組みは自主管理ではない？ 

 最近、自主管理について次のような言説を目にすることがあります。 

  自主管理とは法的強制力とは無関係に企業が自主的に行うものであるから、 

遵守基準省令に基づいて行うものはこれに当たらぬ。 

たとえば『御社の安全保障輸出管理は大丈夫ですか』（第一法規）の第 2編では 

第 1章で「義務として安全保障輸出管理（輸出者等遵守基準）」を説いた後 

第 2章で「自主管理としての安全保障輸出管理」と対比した形で解説しています。 

また世の中には下記のような三段論法で迫ってくる業者もいるようです。 

  輸出管理内部規程とは企業が自主的に定めるもの。（＝自主管理） 

  一方、遵守基準は法令により対応が義務付けられているもの。 

  自主管理をしていなかった企業も、遵守基準は守らねばならぬ。 

  （つまり自主管理と遵守基準対応は「任意 vs 強制」という対極にある） 

  だから遵守基準対応のために当社へ相談に来なさい。 

 もちろんこれらはすべて誤りです。次節の通り、経産省も自主管理と遵守基準とが対立す

るものでない旨を明らかにしています。 

 

２．経産省の見解 

2-1 ウェブサイト「企業等の自主管理の促進」の頁から 

 

 「自主管理の促進」の一環として「遵守基準」が扱われていることが見て取れます。 
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2-2 「安全保障貿易管理に係る関連情報について」 

 （大学研究機関向けの「機微技術管理ガイダンス」改訂案の意見募集時の案内より） 

   近年、産学官連携や国際交流の進展等により、大学や公的研究機関における先端的な

研究成果が心ならずも大量破壊兵器等の開発に転用される懸念が指摘されています。 

昨年 11 月 1 日に施行された「改正外国為替及び外国貿易法（改正外為法）」に対応

して、経済産業省において策定された技術情報の流出防止の基準（輸出者等遵守規準）

が本年 4 月 1 日から施行されます。 

このほど、「輸出者等遵守規準」にも適応した「安全保障貿易に係る機微技術管理ガ

イダンス（大学・研究機関用）改訂版」（案）がまとめられ、パブリックコメントが実

施されますので、ご関心のある大学におかれては、手続きに従ってご意見をお送りくだ

さい。 

同ガイダンスは、本年４月１日に施行される輸出者等遵守基準にも適応した自主管

理体制の構築・運用及び現場における対応に際し、法令に即した対応を行う上で重要な

情報となるものです。（2010.2.5） 

 「遵守基準」に適応した「自主管理」体制の存在を当局が当然視していることが 

わかります。 

 

３．そもそも自主管理とは何か 

 経産省が「自主管理」を「遵守基準」と両立するもの、更に言えば両者を補完的なものと

見ているらしいことが、前節の引用から感じ取れたかと思います。 

 ではそもそも自主管理とは何なのか？ 本節ではこの問題を考えます。 

 

3-1 「大臣通達」における自主管理の要請の背景 

 輸出管理の世界で「自主管理」といえばまず想起されるのが 1987 年の大臣通達です。当

時の田村通産大臣は、その年に表面化した違反事件から、輸出管理の重要性を強調し、罰則

強化を打ち出すとともに、企業に「輸出管理体制の整備」（更には体制整備に当たり作成し

た内部規程の当局提出）を要請しました。 

 更にココム解散（1994 年 3 月）直後（同年 6 月）には、「不拡散型輸出管理」という観点

から、再度の大臣通達が発出され、9 か条の自主管理項目が企業に要請されました。 

 ではなぜ、罰則強化だけでなく、このような要請も行われたのでしょうか？ 答は、日頃

の管理体制をしっかりしておかねば、輸出の場面だけ頑張っても法令遵守は中々全うでき

ないからです。 

 学校生活にたとえるなら、試験当日（≒輸出の場面）だけでなく、日常の家庭内学習も大

事だから、そのための学習習慣（≒管理体制）を制度化せよということです。学習習慣作り

の重点項目は示されますが、何をどのようにどれだけやるかは自分で決める。（宿題ドリル

を提出するわけではない） それが自主管理というものなのです。 
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3-2 大臣通達以降の展開 

 当局の指導の効果で、管理体制整備は大企業を中心に広まっていきます。更に 2005 年に

は内部規程の当局届出（受理）を包括許可申請の資格要件に定めるなど、管理体制整備の 

促進政策は加速化します。（届出企業は 2006 年末で 1273 社、2011 年末には 1434 社） 

 しかしここで出遅れていたのが大学・研究機関と中小企業です。 

 前者について、2008 年 7 月に開催された産構審第 7 回安全保障貿易管理小委員会資料は

次のように述べています。 

  ・国内の研究機関においては、機微な技術を保有する大学等においてさえ、輸出管理に

対する認識はまだまだ低く… 

  ・08 年 1 月上旬に、大学研究機関用に「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス」

を策定 

・1 月下旬以降、主要な国立大学、私立大学、関連技術を有する主要な研究機関に対し

て順次働きかけ 

後者について同資料を引用すると 

  ・企業活動のグローバル化等により、大企業のみならず中小企業においても貨物等の

輸出を行う機会はますます増え… 

  ・国は、企業等自身の判断による取り組みを前提に、必要に応じて是正を求める等の措

置を講じる形が適当… 

 

2010 年実施の改正外為法と遵守基準省令は上記を結晶化させたものといえます。一般に

は遵守基準への対応が義務付けされたという外見ばかりがクローズアップされがちですが、 

この遵守基準は、「企業等自身の判断による取り組み」を促すためのものであることが、上

記から理解できるでしょう。 
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４．「誤解」の考察 

 結びとして、自主管理にまつわる誤解について考えてみましょう。 

 

4-1 「誤解」を招いたレトリック 

【例１】 適格説明会資料より 

 

 元々「内部規程」とは ICP（Internal Compliance Program）の訳語でしたが、わが国の

輸出管理においては、注目されたのが前述の大臣通達と同時期だったこともあって、「大臣

通達と結び付けて理解する」という傾向があります。そんなわけで上掲の記述も、大臣通達 

対応という文脈で書かれています。 

 その結果、「大臣通達～内部規程～自主管理～任意」という連想ができあがりました。 

そして自主管理は「義務である遵守基準」の対極という図式を読み手の中で作ってしまった

のです。 

 

【例 2】2010 年安検室資料より 

 
 これを見て「遵守基準」が「輸出行為」自体に関する要求事項であるかのように錯覚した

人が多いのではないでしょうか？ それが「自主管理」とは無縁の「箸の上げ下げ」的なも

のという思い込みに繋がったものと思います。（前述の通り、本来は日常の「家庭内学習」

に関する要求だったのに） 
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4-2 「自主管理の『自主』」とは何か 

 例１からお察しの方もあるでしょうが、錯覚の本質は、「強制的要求のよるものでないか

ら自主なのだ」という考え方にあります。言い換えれば「強制的要求である遵守基準への対

応ならば自主ではがない」ということ。 

 再三申し上げているように、自主管理か否かの分かれ目は、取組へのきっかけとなる要求

が強制的か任意的かではありません。取組の中身が自ら裁量するものであるかどうかが 

自主の本質なのです。 

 

4-3 「自主管理だから緩やか」とは言い切れない 

 私はむしろ「自主管理を求められることこそが、当局の介入意思のあらわれ」と思ってい

ます。 

 たとえばプロ野球を想起ください。 

 プロは「試合でのプレーがすべて」です。グラウンドで結果が出せれば、プライベートで

酒を飲もうが女と遊ぼうが勝手。それで成績が下がれば、黙って首を切られます。それを自

己責任といいます。そのための取り組みは自己管理といいます。 

 一方、私たち輸出管理の世界はどうでしょうか？ 与えられた「家庭内学習」の指針に取

り組んでいる私たちは、「肉ばかり食うな、野菜も食え」と言われた某チャンピオンチーム 

のようではないでしょうか？（なお「管理野球」と言われたそのチームとはいえ、「何をど

れだけ食え」とまで「管理」されてはいなかったことにも留意いただきたいと思います） 

 ともあれスポーツ本の表現を借りるなら、「選手を大人扱いするのが自己管理」、「子ども

扱いするのが自主管理」といえるのではないでしょうか？ 

 

 だからといって、私が「当局介入はいやだ、もっと自由を」と唱えているかのように受け

止められたら、それこそ誤解の最たるものです。 

 私の言いたいのは「当局がそこまで介入を考えざるをえないほど、輸出管理は日常の取

り組みが重要なのだ」ということなのです。私たちはそうした背景を理解した上で、当局は

もとより、世間様に恥ずかしくない仕事をし、求められた時には堂々と説明責任を果たせる

ようがんばっていきたいものです。 

（2015.6.29） 


